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第211期 ( 2022 年４月１日から) 株主資本等変動計算書2023 年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
当期首残高 12,008 4,932 4,932 7,076 114,520 2,257 123,853
当期変動額
剰余金の配当 △1,204 △1,204
当期純利益 3,288 3,288
自己株式の取得
自己株式の処分
土地再評価差額金
の取崩

36 36

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当期変動額合計 ― ― ― ― ― 2,120 2,120
当期末残高 12,008 4,932 4,932 7,076 114,520 4,377 125,974

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他有価
証券評価
差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △901 139,893 6,292 △1,174 1,009 6,127 146,021
当期変動額
剰余金の配当 △1,204 △1,204
当期純利益 3,288 3,288
自己株式の取得 △1 △1 △1
自己株式の処分 20 20 20
土地再評価差額金
の取崩

36 36

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△24,464 575 △36 △23,924 △23,924

当期変動額合計 19 2,139 △24,464 575 △36 △23,924 △21,784
当期末残高 △881 142,033 △18,171 △598 972 △17,797 124,236
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第211期 ( 2022 年４月１日から)計算書類の注記2023 年３月31日まで

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
1． 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。
2． 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・
子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法
（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による
原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。また、外貨

建その他有価証券（債券）の換算差額については、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価差額
とし、それ以外の差額については外国為替売買損益として処理しております。

（2）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記（1）と同じ方法により行ってお
ります。

3． デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4． 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定額法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ２年～50年
その他 ２年～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内に

おける利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用
年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決
めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

5． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

6． 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま
す。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公

認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2022年４月14日）に規定する正常先債権及び要注意先
債権に相当する債権については、主として過去５算定期間の貸倒実績率に基づき、正常先債権は今後１年
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間の予想損失額を、要注意先債権は今後３年間の予想損失額を算定し、計上しております。なお、将来見
込み等必要な修正を加えて予想損失額を算定する場合があります。破綻懸念先債権に相当する債権につい
ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額が一定額以上
の先については、合理的に見積られたキャッシュ・フローにより回収可能な部分を当該残額から除いた額
を、それ以外の先については、過去の貸倒実績率に基づき今後３年間の予想損失額を算定し、計上してお
ります。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産監査部署が査定結果を監査しております。
（2）役員賞与引当金

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事
業年度に帰属する額を計上しております。

（3）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務
費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

過去勤務費用 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法
により損益処理

数理計算上の差異 各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）によ
る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理

（4）株式報酬引当金
株式報酬引当金は、役員報酬BIP信託による当行株式の交付に備えるため、株式交付規程に基づき、役

員に割り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。
（5）睡眠預金払戻損失引当金

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、
将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

（6）偶発損失引当金
偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づく信用保証協会への将来の負担金の支払いに

備えるため、負担金支払見込額を計上しております。
7．収益及び費用の計上基準
（1）有価証券利息配当金に含まれる株式配当金の認識基準

その他利益剰余金の処分による株式配当金（配当財産が現金である場合に限る）の認識基準について
は、発行会社の株主総会、取締役会又はその他決定権限を有する機関において行われた配当金に関する決
議の効力が発生した日の属する事業年度に計上しております。

（2）顧客との契約から生じる収益の計上基準
当行の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務は、金融サービスに係る

役務の提供であり、主に約束したサービスが顧客に移転した時点で、当該サービスと交換に受け取ると見
込まれる金額で収益を認識しております。
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8． ヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基
準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年
３月17日。以下「業種別委員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出
金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を個別に特定し評価しております。また、キャッシュ・フロ
ーを固定するヘッジについては、業種別委員会実務指針第24号に基づき金利インデックス及び一定の金
利改定期間ごとにグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段として指定して
おります。ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っている
ため、高い有効性があると見なしており、これをもって有効性の判定に代えております。

（2）為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第
25号 2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法について
は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取
引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相
当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨

建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在し
ていること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジを適用しております。

9．消費税等の会計処理
有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

10．関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
投資信託の解約・償還に伴う損益については、投資信託全体で集計し、期中収益分配金等含めた全体で益

の場合は「資金運用収益」の「有価証券利息配当金」に計上し、全体で損の場合は「その他業務費用」の
「国債等債券償還損」に計上しております。

会計方針の変更
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下、
「時価算定会計基準適用指針」という。)を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２
項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって
適用することといたしました。
これにより、市場価格のない投資信託財産が不動産である投資信託について時価評価を行っております。

表示方法の変更
(貸借対照表)
前事業年度において、「その他資産」の「その他の資産」に含めていた「未収還付法人税等」は、金額的重
要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。
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重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計

算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の通りです。

貸倒引当金
（1）当事業年度に係る計算書類に計上した額

貸倒引当金 7,841百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

連結計算書類「重要な会計上の見積り 貸倒引当金」に記載した内容と同一であります。

追加情報
（役員向け株式報酬制度）
当行は、中長期的に継続した業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、取締

役を対象に、信託の仕組みを活用して当行株式を交付等する役員報酬BIP(Board Incentive Plan)信託を導
入しております。
1．取引の概要

当行が定める株式交付規程に基づき、取締役に対し各事業年度の業績達成度及び役位に応じてポイン
トを付与し、そのポイントに応じた当行株式及び当行株式の換価処分金相当額の金銭を退任時に信託を
通じて交付及び給付します。

2．信託が保有する自社の株式に関する事項
（1）信託が保有する自社の株式は、信託における帳簿価額により株主資本において自己株式として計上し
ております。

（2）信託における帳簿価額は191百万円であります。
（3）信託が保有する自社の株式の期末株式数は134千株であります。

注記事項
（貸借対照表関係）
1． 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、
債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証
しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限
る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上され
るもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約
によるものに限る。）であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 2,626百万円
危険債権額 11,521百万円
三月以上延滞債権額 －百万円
貸出条件緩和債権額 8,013百万円
合計額 22,161百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の
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事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に

従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる
債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破

産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

2． 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け
入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自
由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、2,975百万円であります。

3． 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 270,825百万円

担保資産に対応する債務
預金 15,787百万円
債券貸借取引受入担保金 20,431百万円
借用金 115,890百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券5,321百万円を
差し入れております。
また、その他の資産には、保証金182百万円及び中央清算機関差入証拠金20,000百万円が含まれており

ます。
4． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、512,566百万円であります。このうち原契約期間が
１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が483,788百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金
融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又
は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ
て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業
況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

5． 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部
に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 2002年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法

（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するため
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に国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間
口狭小補正等により合理的な調整を行って算出する方法と、同法第5号に定める不動産鑑定士による鑑定評
価を併用。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土
地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 2,060百万円

6． 有形固定資産の減価償却累計額 24,100百万円
7． 有形固定資産の圧縮記帳額 1,785百万円
8. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行
の保証債務の額は21,048百万円であります。

9． 取締役との間の取引による取締役に対する金銭債権総額 92百万円
10． 関係会社に対する金銭債権総額 7,998百万円
11． 関係会社に対する金銭債務総額 6,172百万円

（損益計算書関係）
1． 関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 644百万円
役務取引等に係る収益総額 75百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 15百万円
関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 0百万円
役務取引等に係る費用総額 747百万円
その他の取引に係る費用総額 238百万円

2． 営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下、地価の下落及び店舗統廃合の決定等により、投資額の
回収が見込めなくなった以下の営業店舗等について、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額98百
万円を減損損失として特別損失に計上しております。
区分 主な用途等 種類 減損損失 場所
稼働資産 営業店舗２カ所 土地 89百万円

（うち土地89百万円）
山形県

遊休資産 遊休資産３カ所 土地、建物及び動産 ９百万円
（うち土地８百万円）

山形県

営業用店舗については、グループ一体営業におけるグループ単位ごと（ただし、グループ一体営業を行っ
ていないところは営業店単位）に継続的な収支の把握を行っていることから各グループ、又は各店舗を、遊
休資産については各資産をグルーピングの最小単位としております。本部、事務センター、社宅、寮等につ
いては、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。資産グループの回
収可能額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、資産の重要性を勘案し、主として
「不動産鑑定評価基準」や「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を
算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額」等に基づき算定しております。
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3．関連当事者との取引
(1) 子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

属性 会社等の名称 議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 山銀保証サービス
株式会社

所有
直接
100％

当行ローンの
被保証
預金取引
役員の兼任

貸出金被保証 516,502 ― ―
保証料の支払 678 ― ―
代位弁済金の受取 180 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）山銀保証サービス株式会社との取引については、すべて通常の取引であり、一般の取引条件と同様であります。

(2) 役員及びその近親者等
（単位：百万円）

属性 会社等の名称
又は氏名

資本金又
は出資金

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(注１) 科目 期末残高

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等

株式会社ハッピー
プロダクツ（注２） 70 ― 与信

取引先
資金の
貸付 1,870 貸出金 1,870

株式会社ハッピー
ジャパン（注３） 73

被所有
直接
0.88％

与信
取引先

資金の
貸付 1,038 貸出金 1,038

男山酒造株式会社
(注４) 35

被所有
直接
0.02％

与信
取引先

資金の
貸付 93 貸出金 105

役員及びその
近親者 松田 純一 ― ― 与信

取引先
資金の
貸付 49 貸出金 47

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) １．取引条件及び取引条件の決定方針等は、他の取引先と同一であります。なお、取引金額は平均残高を記載しており

ます。
２．株式会社ハッピープロダクツは、取締役原田啓太郎氏及びその近親者が議決権の過半数を保有しております。
３．株式会社ハッピージャパンは、取締役原田啓太郎氏及びその近親者が議決権の過半数を保有しております。
４．男山酒造株式会社は、取締役尾原儀助氏及びその近親者が議決権の過半数を保有しております。

（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数 摘 要

自己株式
普通株式 520 1 14 506 注1,2,3
合 計 520 1 14 506

(注) １．当事業年度末の自己株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当行株式が134千株含まれております。
２．普通株式の自己株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取による増加１千株であります。
３．普通株式の自己株式数の減少14千株は、役員報酬BIP信託による当行株式の交付による減少14千株であります。
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（有価証券関係）
貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け

金及び「商品有価証券」、並びに「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。
1．売買目的有価証券（2023年３月31日現在）

当事業年度の損益に含まれた評価差額
（百万円）

売買目的有価証券 ―

2．満期保有目的の債券（2023年３月31日現在）
種 類 貸借対照表計上額

（百万円）
時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

時価が貸借対照表計上額を超える
もの

国 債 ― ― ―
地 方 債 ― ― ―
短期社債 ― ― ―
社 債 16,488 16,620 132
そ の 他 ― ― ―

小 計 16,488 16,620 132

時価が貸借対照表計上額を超えな
いもの

国 債 ― ― ―
地 方 債 ― ― ―
短期社債 ― ― ―
社 債 4,559 4,530 △28
そ の 他 ― ― ―

小 計 4,559 4,530 △28
合 計 21,048 21,151 103

3．子会社･子法人等株式及び関連法人等株式（2023年３月31日現在）
貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 ― ― ―
関 連 法 人 等 株 式 ― ― ―

合 計 ― ― ―
（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額
（百万円）

子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 1,042
関 連 法 人 等 株 式 ―
投 資 事 業 組 合 等 出 資 金 1,496

合 計 2,539
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4．その他有価証券（2023年３月31日現在）

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの

株 式 24,429 11,867 12,561
債 券 137,527 136,588 938
国 債 39,185 39,079 106
地 方 債 67,926 67,193 732
短期社債 ― ― ―
社 債 30,415 30,315 99
その他 111,859 106,224 5,634
外国債券 18,867 18,732 134
そ の 他 92,992 87,492 5,500
小 計 273,816 254,681 19,134

貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの

株 式 2,483 2,854 △371
債 券 243,859 250,275 △6,416
国 債 52,559 56,719 △4,160
地 方 債 113,981 114,934 △953
短期社債 ― ― ―
社 債 77,319 78,622 △1,302
その他 421,153 459,865 △38,712
外国債券 101,252 109,009 △7,756
そ の 他 319,901 350,856 △30,955
小 計 667,496 712,995 △45,499

合 計 941,312 967,677 △26,364
（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額
（百万円）

非 上 場 株 式 2,260
組 合 出 資 金 11,930

合 計 14,191
組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月

17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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5．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）
該当事項はありません。

6．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）
売 却 額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株 式 11,888 815 846
債 券 137,953 614 1,758
国 債 137,953 614 1,758
地 方 債 ― ― ―
短期社債 ― ― ―
社 債 ― ― ―
その他 572,753 10,439 11,396

合 計 722,594 11,868 14,002

7．減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証

券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められな
いものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当該事業年度の損失と
して処理（以下「減損処理」という。）しております。
当事業年度における減損処理額は、５百万円（うち株式５百万円）であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄について当事業年度末日の時価

が取得価額に比較して50％以上下落している場合、及び30％以上50％未満の下落率の場合で発行会社の業
況や過去の一定期間における時価の推移等を考慮し、時価の回復可能性が認められない場合等であります。

（金銭の信託関係）
その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2023年３月31日現在）

貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの
（百万円）

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの
（百万円）

その他の金銭の信託 9,534 9,534 ― ― ―
(注) 「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」はそれぞれ「差

額」の内訳であります。
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（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金 2,132百万円
有価証券償却 365
減価償却費 539
その他有価証券評価差額金 8,017
繰延ヘッジ損益 262
その他 1,832
繰延税金資産小計 13,149
評価性引当額 △1,744
繰延税金資産合計 11,405
繰延税金負債
前払年金費用 583
その他 15
繰延税金負債合計 599
繰延税金資産の純額 10,805百万円

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 3,883円20銭
１株当たり当期純利益 102円81銭
（注）当事業年度において、役員報酬BIP信託として保有する当行株式は、１株当たり情報の算出において

控除する自己株式に含めております。１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式
数は134千株であります。また、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株
式数は139千株であります。
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連結計算書類の作成方針
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結される子会社及び子法人等 ８社
会社名
山銀保証サービス株式会社
山銀リース株式会社
山銀システムサービス株式会社
やまぎんカードサービス株式会社
ＴＲＹパートナーズ株式会社
やまがた協創パートナーズ株式会社
やまぎんキャピタル株式会社
木の実管財株式会社

② 非連結の子会社及び子法人等
会社名
やまがた地域成長ファンド投資事業有限責任組合
山形創生ファンド投資事業有限責任組合
やまがた地域成長ファンドⅡ号投資事業有限責任組合
やまがた協創ファンド１号投資事業有限責任組合
非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金

（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除い
ても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、
連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。

② 持分法適用の関連法人等
該当ありません。

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等
会社名
やまがた地域成長ファンド投資事業有限責任組合
山形創生ファンド投資事業有限責任組合
やまがた地域成長ファンドⅡ号投資事業有限責任組合
やまがた協創ファンド１号投資事業有限責任組合
持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分

に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて
も連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

④ 持分法非適用の関連法人等
該当ありません。

（3）開示対象特別目的会社に関する事項
該当事項はありません。

（4）のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、重要性が乏しいものを除いて、定額法により償却することとしております。
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( 2022 年４月１日から) 連結株主資本等変動計算書2023 年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 12,008 10,215 126,679 △901 148,002
当期変動額
剰余金の配当 △1,204 △1,204
親会社株主に帰属
する当期純利益

3,435 3,435

自己株式の取得 △1 △1
自己株式の処分 20 20
土地再評価差額金
の取崩

36 36

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当期変動額合計 ― ― 2,267 19 2,286
当期末残高 12,008 10,215 128,946 △881 150,288

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分 純資産合計その他有価

証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

退職給付に
係る調整累
計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 6,315 △1,174 1,009 1,305 7,455 170 155,628
当期変動額
剰余金の配当 △1,204
親会社株主に帰属
する当期純利益

3,435

自己株式の取得 △1
自己株式の処分 20
土地再評価差額金
の取崩

36

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△24,465 575 △36 △263 △24,190 5 △24,185

当期変動額合計 △24,465 575 △36 △263 △24,190 5 △21,898
当期末残高 △18,150 △598 972 1,041 △16,734 175 133,729
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( 2022 年４月１日から)連結計算書類の注記2023 年３月31日まで
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
子会社、子法人及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいており

ます。
会計方針に関する事項
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。
（2）有価証券の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他
有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式
等については移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。また、外

貨建その他有価証券（債券）の換算差額については、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価
差額とし、それ以外の差額については外国為替売買損益として処理しております。
② 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記①と同じ方法により行っており
ます。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（4）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当行の有形固定資産は、定額法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ２年～50年
その他 ２年～15年
連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、定額法に

より償却しております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行
並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐
用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の
取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

（5）貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお

ります。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公

認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2022年４月14日）に規定する正常先債権及び要注意先
債権に相当する債権については、主として過去５算定期間の貸倒実績率に基づき、正常先債権は今後１年
間の予想損失額を、要注意先債権は今後３年間の予想損失額を算定し、計上しております。なお、将来見
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込み等必要な修正を加えて予想損失額を算定する場合があります。破綻懸念先債権に相当する債権につい
ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額が一定額以上
の先については、合理的に見積られたキャッシュ・フローにより回収可能な部分を当該残額から除いた額
を、それ以外の先については、過去の貸倒実績率に基づき今後３年間の予想損失額を算定し、計上してお
ります。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額
及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産監査部署が査定結果を監査しております。
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必

要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
それぞれ計上しております。

（6）役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連

結会計年度に帰属する額を計上しております。
（7）役員退職慰労引当金の計上基準

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見
積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（8）株式報酬引当金の計上基準
株式報酬引当金は、役員報酬BIP信託による当行株式の交付に備えるため、株式交付規程に基づき、役

員に割り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。
（9）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、
将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

(10)偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づく信用保証協会への将来の負担金の支払いに

備えるため、負担金支払見込額を計上しております。
(11)利息返還損失引当金の計上基準

利息返還損失引当金は、連結子会社が利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息の返還請求に備える
ため、過去の返還状況を勘案し、返還見込額を合理的に見積り計上しております。

(12)退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次の
とおりであります。
過去勤務費用 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法

により損益処理
数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処
理

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退
職給付に係る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(13)外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

(14)収益及び費用の計上基準
① ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

② 有価証券利息配当金に含まれる株式配当金の認識基準
その他利益剰余金の処分による株式配当金（配当財産が現金である場合に限る）の認識基準について

は、発行会社の株主総会、取締役会又はその他決定権限を有する機関において行われた配当金に関する
決議の効力が発生した日の属する連結会計年度に計上しております。
③ 顧客との契約から生じる収益の計上基準
当行並びに連結される子会社及び子法人等の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業におけ

る主な履行義務は、金融サービスに係る役務の提供であり、主に約束したサービスが顧客に移転した時
点で、当該サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

(15)重要なヘッジ会計の方法
① 金利リスク・ヘッジ
当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商

品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24
号 2022年３月17日。以下「業種別委員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっ
ております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象
となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を個別に特定し評価しております。キャ
ッシュ･フローを固定するヘッジについては、業種別委員会実務指針第24号に基づき金利インデックス
及び一定の金利改定期間ごとにグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段
として指定しております。ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ
指定を行っているため、高い有効性があるとみなしており、これをもって有効性の判定に代えておりま
す。
② 為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会
実務指針第25号 2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方
法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為
替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外
貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外

貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存
在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジを適用しております。
連結される子会社及び子法人等はヘッジ会計の適用される取引は行っておりません。

(16)関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
投資信託の解約・償還に伴う損益については、投資信託全体で集計し、期中収益分配金等含めた全体で

益の場合は「資金運用収益」の「有価証券利息配当金」に計上し、全体で損の場合は「その他業務費用」
に計上しております。
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会計方針の変更
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下、

「時価算定会計基準適用指針」という。)を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ
たって適用することといたしました。
これにより、市場価格のない投資信託財産が不動産である投資信託について時価評価を行っております。

重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計

年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の通りです。

貸倒引当金
（1）当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額

貸倒引当金 8,643百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「会計方針に関する事項」「(5)貸倒引当金の計上基準」に記載しておりま

す。なお、過去の貸倒実績率は、将来の損失に対し十分であると判断しており、当該実績率に基づき
予想損失額を算定し、貸倒引当金を計上しております。
②主要な仮定
a.新型コロナウイルス感染症の影響

新型コロナウイルス感染拡大の影響が徐々に緩和するとともに、感染症としての位置付けも５類
感染症まで引き下げられることなどから、営業基盤地域における経済活動に与える影響は限定的で
あると仮定しております。
b.債務者区分の判定における個別債務者の業績等の将来見通し

債務者区分の判定にあたって、上記新型コロナウイルス感染症の影響や、物価高等も踏まえて、
個別債務者の返済能力を評価し業績等の将来見通しを仮定しております。なお、債務者が経営改善
計画等を作成している場合には、当該経営改善計画等の評価も考慮の上、業績等の将来見通しを仮
定しております。

③翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
新型コロナウイルス感染症の影響や、物価高等債務者を取り巻く経営環境の変化や、個別債務者の

事業戦略の成否等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌連結会計年度における貸
倒引当金の計上額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

追加情報
（役員向け株式報酬制度）

当行は、中長期的に継続した業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、取締
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役を対象に、信託の仕組みを活用して当行株式を交付等する役員報酬BIP(Board Incentive Plan)信託を導
入しております。

1．取引の概要
当行が定める株式交付規程に基づき、取締役に対し各事業年度の業績達成度及び役位に応じてポイン

トを付与し、そのポイントに応じた当行株式及び当行株式の換価処分金相当額の金銭を退任時に信託を
通じて交付及び給付します。

2．信託が保有する自社の株式に関する事項
（1）信託が保有する自社の株式は、信託における帳簿価額により株主資本において自己株式として計上し
ております。

（2）信託における帳簿価額は191百万円であります。
（3）信託が保有する自社の株式の期末株式数は134千株であります。

注記事項
（連結貸借対照表関係）
1． 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、
債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について
保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるもの
に限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上
されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借
契約によるものに限る。）であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 2,947百万円
危険債権額 11,538百万円
三月以上延滞債権額 ―百万円
貸出条件緩和債権額 8,013百万円
合計額 22,499百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の
事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に

従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる
債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破

産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

2． 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け
入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自
由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、2,975百万円であります。
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3． 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 270,825百万円

担保資産に対応する債務
預 金 15,787百万円
債券貸借取引受入担保金 20,431百万円
借 用 金 115,980百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券5,321百万円を
差し入れております。
また、その他資産には、保証金183百万円及び中央清算機関差入証拠金20,000百万円が含まれておりま

す。
4． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で
あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、518,860百万円であります。このうち原契約期間が１
年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が490,082百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ･フローに影響を与えるものではあり
ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行
並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること
ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を
徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に
応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

5． 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評
価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負
債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 2002年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(1998年３月31日公布政令第119号)第２条第4号に定める地価税
法(1991年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する
ために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響
加算、間口狭小補正等により合理的な調整を行って算出する方法と、同法第5号に定める不動産鑑定士
による鑑定評価を併用。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業

用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 2,060百万円
6． 有形固定資産の減価償却累計額 24,230百万円
7． 有形固定資産の圧縮記帳額 1,785百万円
8. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証
債務の額は21,048百万円であります。

（連結損益計算書関係）
1． 「その他の経常収益」には、株式等売却益1,337百万円を含んでおります。
2． 「その他の経常費用」には、株式等売却損1,450百万円を含んでおります。
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3． 営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下、地価の下落及び店舗統廃合の決定等により、投資額の
回収が見込めなくなった以下の営業店舗等について、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額98百
万円を減損損失として特別損失に計上しております。
区分 主な用途等 種類 減損損失 場所
稼働資産 営業店舗２カ所 土地 89百万円

（うち土地89百万円）
山形県

遊休資産 遊休資産３カ所 土地、建物及び動産 ９百万円
（うち土地８百万円）

山形県

営業用店舗については、グループ一体営業におけるグループ単位ごと（ただし、グループ一体営業を行っ
ていないところは営業店単位）に継続的な収支の把握を行っていることから各グループ、又は各店舗を、遊
休資産については各資産をグルーピングの最小単位としております。本部、事務センター、社宅、寮等につ
いては、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。資産グループの回
収可能額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、資産の重要性を勘案し、主として
「不動産鑑定評価基準」や「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を
算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額」等に基づき算定しております。

（連結株主資本等変動計算書関係）
1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数 摘要

発行済株式
普通株式 32,500 ― ― 32,500
合 計 32,500 ― ― 32,500
自己株式
普通株式 520 1 14 506 注1,2,3
合 計 520 1 14 506

（注）１．当連結会計年度末の自己株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当行株式が134千株含まれております。
２．普通株式の自己株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取による増加１千株であります。
３．普通株式の自己株式の減少14千株は、役員報酬BIP信託による当行株式の交付による減少14千株であります。

2．配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2022年５月13日
取締役会 普通株式 642百万円 20.00円 2022 年 ３ 月 31 日 2022 年 ６ 月 ６ 日

2022年11月10日
取締役会 普通株式 562百万円 17.50円 2022 年 ９ 月 30 日 2022 年 12 月 ５ 日

合 計 1,204百万円
（注）１．2022年５月13日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当行株式に対する配当金２百

万円が含まれております。

2023年05月22日 17時30分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



22

２．2022年11月10日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当行株式に対する配当金２
百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの
（決 議） 株式の種類 配当金

の総額
配当の
原資

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2023年５月12日
取締役会 普通株式 562百万円 利益

剰余金 17.50円 2023 年３月 31日 2023 年 ６ 月 ５ 日
（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当行株式に対する配当金２百万円が含まれております。

（金融商品関係）
1． 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当行グループ（以下、当行という）は、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業
務等、主として銀行業務中心に金融サービスに係る事業を行っております。当行が主たる事業とする銀行
業務においては、預金やコールマネー等による資金調達を行う一方、貸出金や有価証券投資による資金運
用を行っております。このように、当行の金融資産及び金融負債は金利変動の影響を受けやすいことか
ら、金融市場環境の変化によって損失を被る市場リスク（金利リスクや価格変動リスク等）を有している
ほか、資金繰りに困難が生じたりするリスクも有しております。
このため、資産・負債の状況と金融資本市場の動向を踏まえ、資金繰りや投資方針に合わせて、収益と

リスクのバランスを適切にコントロールするための資産・負債の総合管理（ALM）を行っており、その
一環としてデリバティブ取引も行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当行が保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する営業貸付金であり、顧客の契約不

履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。また、有価証券は、主に株式、債券、投資信
託であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的等で保有しております。これらは、それぞれ発行
体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
金融負債である預金やコールマネー等は、金融資産との金利又は期間のミスマッチによる金利変動リス

クを有しております。また、予期せぬ資金の流出等により資金繰りがつかなくなる場合や、通常よりも著
しく高い金利にて調達することを余儀なくされることによる損失を被る資金繰りのリスクを有しているほ
か、市場全体の信用収縮等の混乱により、必要な資金の調達ができなくなる場合や、通常より著しく不利
な価格での取引を余儀なくされることにより、損失を被る等の市場流動性リスクを有しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当行では、融資を行う際の基本的な考え方、行動基準等を定めた「クレジットポリシー（融資業務規
範）」、信用リスクの具体的な管理方法等を定めた「信用リスク管理規程」に基づき、公共性・安全性・
成長性・収益性を重視した与信判断、信用格付・自己査定によるリスク量の把握、特定先への集中排除
を原則としたリスクコントロール等に取り組んでおります。また、審査管理部門を営業推進部門から分
離し、独立性を確保したうえで、厳正な信用リスク管理を行っております。
自己査定については、資産の健全性確保の観点から、監査部門による監査を含め、厳格な査定を実施

するとともに、査定結果に基づいた適正な償却・引当を行っております。
さらに、事業性融資先を対象とした信用格付制度を導入し、定量面・定性面の両面から企業実態の把
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握に努めております。
信用リスクの減殺方法としては、当行が融資取引に際して徴求している物的担保及び人的担保（保

証）、貸出金と預金との相殺等があり、当行では、「クレジットポリシー（融資業務規範）」において担
保についての考え方を定め、担保の評価、管理の方針及び手続きは取扱要領等により規程化しておりま
す。
信用リスク量の測定方法及び手続については、取扱要領等により規程化しており、融資先の信用格付

等に基づくリスク計測を月次で実施しております。なお、計測結果についてはALM会議（常務会）へ
の報告を行っております。
② 市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理
当行は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。ALMに関する規程及び要領等にお

いてリスク管理方法や手続き等の詳細を明記しており、またALM会議（常務会）において現状の把
握、実施の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。具体的には、ギャップ分析や金利感
応度分析を基本とし、BPV（ベーシス・ポイント・バリュー）、VaR（バリュー・アット・リスク）
等の手法を用いてモニタリングを行い、月次ベースでALM会議に報告しております。なお、ALMの
一環として、金利リスクをヘッジするための金利スワップ等のデリバティブ取引も行っております。
(ⅱ)価格変動リスク管理
有価証券を含む投資商品の運用・管理については、半期ごとに取締役会で決定する「運用方針及び

リスク管理方針」に基づいて行っております。有価証券の運用においては、金融市場部のミドルセク
ション及びリスク統括部において、VaR等を用いて市場リスク量を定量的・網羅的に計測・把握して
おります。また、これらの情報は日次・週次・月次等、金融商品ごとに定めた頻度で担当取締役や
ALM会議（常務会）等に報告され、規定の遵守状況等が管理されております。
(ⅲ)市場リスクに関する定量的情報
当行において、主要なリスク変数である金利リスク及び価格変動リスクの影響を受ける主な金融商

品は、「貸出金」、「有価証券」、「預金」、「デリバティブ取引」等であります。
当行において市場リスク量として使用しているVaRの算定にあたっては、分散共分散法（保有期間

90日（※）、信頼区間99％、観測期間250営業日）を採用しております。
2023年３月31日（連結決算日）現在の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で51,014百万

円であります。
なお、当行では、モデルが算出するVaRと実際の損益を比較するバックテスティング等を実施して

おり、使用する計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕捉しているものと考えております。
ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計

測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場
合があります。
（※）「有価証券」のうち政策投資株式の保有期間は125日

③ 流動性リスクの管理
当行では流動性リスクの管理手続、管理体制等を定めた「流動性リスク管理規程」に基づき、管理部

署の明確化を図るとともに、平常時・懸念時・緊急時等、状況に応じた流動性準備の水準を設定するな
ど、不測の事態が生じても流動性が十分確保できるような管理体制を構築しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
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が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件
等によった場合、当該価額が異なる場合があります。

2． 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。な

お、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預け
金、コールローン及び買入手形、コールマネー及び売渡手形並びに債券貸借取引受入担保金は、短期間で決
済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（1）有価証券
満期保有目的の債券 21,048 21,151 103
その他有価証券（※１） 940,530 940,530 ―

（2）貸出金 1,793,470
貸倒引当金（※２） △8,038

1,785,432 1,792,083 6,650
資産計 2,747,011 2,753,765 6,754
（1）預金 2,746,286 2,746,292 6
（2）譲渡性預金 79,889 79,889 0
（3）借用金 119,858 119,065 △793
負債計 2,946,034 2,945,247 △787
デリバティブ取引（※３）
ヘッジ会計が適用されていないもの 184 184 ―
ヘッジ会計が適用されているもの（※４） (900) (900) ―
デリバティブ取引計 (715) (715) ―
（※１）その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）

第24-９項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託が含まれております。
（※２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（※３）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によって生じた

正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。
（※４）ヘッジ対象である貸出金等の相場変動等を相殺するためにヘッジ手段として指定した金利スワップ等であり、繰延ヘ

ッジを適用しております。なお、これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」(実
務対応報告第40号 2022年３月17日)を適用しております。

（注１） 市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時
価情報の「その他有価証券」には含めておりません。

（単位：百万円）
区 分 連結貸借対照表計上額

① 非上場株式（※１）（※２） 2,265
② 組合出資金（※３） 13,429
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（※１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号
2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（※２）当連結会計年度において、非上場株式について５百万円減損処理を行っております。
（※３）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

2021年６月17日）第24－16号に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係
るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2023年３月31日）

(単位：百万円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券
その他有価証券（※）
国債・地方債等
社債
株式
投資信託
その他

デリバティブ関係
通貨関連

91,744
―

26,950
57,641
26,949

―

181,907
107,734

―

347,203
80,012

194

―

―

―

―

11,754

―

273,652
107,734
26,950
404,845
118,716

194
資産計 203,286 717,053 11,754 932,094

デリバティブ関係
金利関連
クレジット・デリバティブ

―

―

861
―

―

49
861
49

負債計 ― 861 49 910
(※)その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年
６月17日）第24-９項の基準価格を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれておりません。第24-
９項の取扱いを適用した投資信託の連結貸借対照表計上額は8,631百万円であります。
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第24-９項の取扱いを適用した投資信託の期首残高から期末残高への調整表
(単位：百万円)

期首
残高

当期の損益又はそ
の他の包括利益 購入、売却

及び償還の
純額

投資信託の基準価格
を時価とみなすこと

とした額

投資信託の基準
価格を時価とみ
なさないことと
した額

期末
残高

当期の損益に計上した額
のうち連結貸借対照表日
において保有する投資信

託の評価損益
損益に
計上
(a)

その他の
包括利益
に計上

7,369 114 849 297 ― ― 8,631 ―

(a) 連結損益計算書の「その他業務費用」に含まれております。

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2023年３月31日）

(単位：百万円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券
満期保有目的の債券
社債

貸出金
―

―

―

24,661
21,151

1,767,422
21,151

1,792,083
資産計 ― 24,661 1,788,573 1,813,234

預金
譲渡性預金
借用金

―

―

―

2,746,292
79,889
115,156

―

―

3,908

2,746,292
79,889
119,065

負債計 ― 2,941,338 3,908 2,945,247

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資産
有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価
に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれます。公表された相場価格を用いていた
としても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。主に地方債、社債がこれ
に含まれます。また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に
関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価
とし、レベル２の時価に分類しております。
自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、債券額面金額及び利息の合計を同様

の新規私募債を引受けした場合に想定される利率で割り引いて算定しており、内部格付等に基づき
主にレベル３に分類しております。
その他に含まれる一部の外国証券については、取引金融機関等から提示された価格を時価として
おりますが、重要な観察できないインプットが用いられている場合には、レベル３の時価に分類し
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ております。

貸出金
貸出金については、主に貸出金の種類及び内部格付、期間（残存期間または金利の更改期間）に
基づく区分ごとに、元利金の合計を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時
価を算定しており、当該時価はレベル３に分類しております。なお、残存期間が短期間（１年以
内）のものは、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フ
ローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、
時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額
に近似していることから、当該価額を時価としており、レベル３に分類しております。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていない
ものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定
されるため、帳簿価額を時価としており、レベル３に分類しております。

負債
預金、及び譲渡性預金
要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてお
ります。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割
り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率
を用いております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額に近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。これらについては、レベル２の時価に分類して
おります。

借用金
借用金については、借用金の種類及び内部格付、期間（残存期間又は金利の更改期間）に基づく
区分ごとに、元利金の合計を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算
定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額に近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。これらについては、主にレベル２の時価に分類し
ております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）、通貨関連取引（為替予約、通貨オプシ
ョン、通貨スワップ等）等であり、取引所取引は取引所等における最終の価格、店頭取引は公表さ
れた相場価格が存在しないため、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額
によっております。店頭取引の価額を算定する評価技法に使用されるインプットは主に金利や為替
レート、ボラティリティ等であります。なお、店頭取引における取引相手方の信用リスクに関する
調整(CVA)については、時価等に与える影響が軽微であることから考慮しておりません。取引所取
引については主にレベル１に分類しております。店頭取引については、観察できないインプットを
用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル２の時価に分類しており、金利スワップ取
引、為替予約取引等が含まれます。重要な観察できないインプットを用いている場合はレベル３の
時価に分類しており、クレジット・デリバティブ取引が含まれます。
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（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報
(1) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2023年３月31日）

区分 評価技法
重要な観察できない
インプット

インプットの範囲
インプットの
加重平均

デリバティブ取引

クレジット・デリバティブ 割引現在価値法
クレジットイベント

発生率
0.61％～2.25％ 1.09％

(2) 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2023年３月31日）
(単位：百万円)

期首
残高

当期の損益又は
その他の包括利益 購入、

売却、
発行及
び決済
の純額

レベル３
の時価へ
の振替

レベル３
の時価か
らの振替

期末
残高

当期の損益に計上
した額のうち連結
貸借対照表日にお
いて保有する金融
資産及び金融負債
の評価損益
（※）

損益に
計上
(※)

その他
の包括
利益に
計上

有価証券
その他有価証券
その他 9,036 ― △30 2,747 ― ― 11,754 ―

デリバティブ取引
クレジット・
デリバティブ

△29 △19 ― ― ― ― △49 △49

(※) 連結損益計算書の「その他業務費用」に含まれております。

(3) 時価の評価プロセスの説明
当行グループはリスク管理部門及び市場部門において時価の算定に関する方針及び手続を定めてお

り、これに沿って各部門が時価を算定しております。算定された時価は、リスク管理部門及び市場部門
において、時価の算定に用いられた評価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切
性を検証しております。
時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデルを

用いております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価
技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証
しております。
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(4) 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
クレジット・デリバティブの時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは、クレジット

イベント発生率であります。クレジットイベント発生率は、クレジット・デフォルト・スワップ契約に
おいてクレジットイベントが発生し、損害補填金を受け取る可能性を示す推定値であります。クレジッ
トイベント発生率の大幅な上昇（低下）は、時価の著しい上昇（下落）を生じさせます。

（収益認識関係）
1．顧客等の契約から生じる収益を分解した情報（2023年３月31日）

(単位：百万円)

銀行業 リース業
信用
保証業

計 その他 合計 調整額
連結

計算書類
計上額

役務取引等収益
預金・貸出業務
為替業務
証券関連業務
代理業務
投資信託業務
保護預り貸金庫業務
その他

その他業務収益

1,010
1,318
17

1,041
607
46

2,000
―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

2
―

1,010
1,318
17

1,041
607
46

2,002
―

―

―

―

―

―

―

1,019
252

1,010
1,318
17

1,041
607
46

3,022
252

―

―

―

―

―

―

―

―

1,010
1,318
17

1,041
607
46

3,022
252

顧客との契約から
生じる経常収益

6,041 ― 2 6,044 1,271 7,316 ― 7,316

上記以外の経常収益 37,802 5,879 273 43,954 89 44,043 △175 43,868
外部顧客に対する
経常収益

43,844 5,879 276 49,999 1,360 51,359 △175 51,184

（注）「その他」の区分は、データ処理、クレジットカード、地域商社及びベンチャーキャピタル業等を含んでおります。

2．収益を理解するための基礎となる情報
当行並びに連結される子会社及び子法人等の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における

主な履行義務は、預金・貸出業務、為替業務、証券関連業務、代理業務、投資信託業務、保護預り貸金庫
業務等の金融サービスに係る役務の提供であります。
収益の計上時期は、主に約束したサービスが提供された時点において履行義務を充足するものとして収

益を認識しております。連結される子会社及び子法人等のクレジットカード会員年会費等サービス提供期
間にわたって履行義務を充足するものについては、当該期間にわたって収益を認識しております。
収益の計上額は、サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で算出しております。連結される子会社

及び子法人等が参加する他社が運営するポイントプログラムについては、将来利用される見込額を第三者
のために回収する額として認識し、クレジット加盟店手数料より控除しております。
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3．当該連結会計年度及び当該連結会計年度の末日後の収益の金額を理解するための情報
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 4,174円44銭
１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益 107円40銭
（注）当連結会計年度において、役員報酬BIP信託として保有する当行株式は、１株当たり情報の算出にお

いて控除する自己株式に含めております。１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期
末株式数は134千株であります。また、１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益の算定上、控除
した当該自己株式の期中平均株式数は139千株であります。
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